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　（一）筆者（菊田）は、かねてから中国の非行少年問題に関心を寄せ、これまでに現地を訪
問し、中国の少年法制定に関与する専門家への示唆を与える作業をしてきたが、本学の三研究
所の「中国研究」プロジェクトの発足とともに、その座長を命ぜられたのを機会に本格的に研
究するに至った。その最終的な作業として、これまでに「中国研究」で共同作業をすすめてき
た法学部の「中国研究」（第1班）のメンバーのうち、住吉良人教授との共同研究として総括す
る作業をすることとした。とくにこの共同研究において重点をおいたのは、これまでに実施し
た文献収集の日本語への翻訳と、中国での少年非行対策に対する実際を知ることである。
　そのため2002年12月に中国（北京）を訪問し、北京大学、中国社会科学院、中国青少年問
題研究会等の協力を得て、関係専門家と討議する機会を得るとともに、中国の少年法廷での非
行少年扱いの実際を見聞し、さらに日本の少年法に関する最近の状況に関し、講演するなどし、
本研究の比較研究の総括を実施した。
　（二）その主な研究課題は次のとおりである。
　　　1　中国における非行少年と人権
　　　2　国際的視野からみた中国の少年法制
　　　3　中華人民共和国の青少年刑事司法
　　　4　青少年非行の司法前処理
　　　5　青少年の刑事司法手続
　　　6　青少年刑事司法
　　　7　中華人民共和国未成年者保護法
　　　8　少年矯正の実際
　　　9犯罪の予防に関する中国の仮説
　（1）中国では、少年年齢は18歳以下であるが、その青少年が占める割合は中国総人口の60％
になるといわれる。その非行少年への対策は、基本的には長い歴史の儒学思想の影響と社会主
義国家という特色のもとで中国独自の進展をしている。しかし、今日では、その中国も国際的
な少年司法の動きに大きな影響を受けざるを得ない。そのため長年の懸案であった「未成年者
保護法」が1991年に制定され、各省、自治区、直轄市単位で少年保護の専門的な取り組みが展
開されつつある。
　進展しつつある中国の少年司法において、重大な課題の一つは、非行少年の人権問題をどの
ように位置付けるかにある。それには中国憲法の理念から展開しなければならい。中国憲法は
1954年の制定後、いくたびかの改正を経て1982年の現憲法に至っているが、現憲法は、「マル
クス・レーニン主義の伝統的教義からの離脱を正当化している」といわれる。とは言え、中国
においては憲法はそれ自体が政治体制と一体であり、現実には、刑罰が非人道的・品位を傷つ
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けるものであってはならないとの規定もない。しかし、不文律として無罪の者を有罪にしては
ならないとの背景がある。このように中国においては、法形式による正義よりも実質的な正義
に優位性が与えられている。少年非行は法としての犯罪を犯す問題である以前に国家や党に対
する不忠の外形的表現であり、内心の問題として国家が対処しなければならないことを意味す
る。ここに中国における少年法が、本質的に司法判断の問題ではなく、むしろ行政上の課題で
あるところに特色がある。
　（2）少年非行の処理が行政上の課題であることは、それ自体は少年非行の特質からみて不合
理であるわけではない。むしろアメリカをはじめ少年法を進展させた先進国のこんにちの状況は、
少年非行を司法判断の範疇にいれたことでの矛盾に直面し、少年非行問題の理念を根底から揺る
がす事態となっている。いうまでもなく、こんにちの目本の少年法制の刑事裁判化への移行が、
その象徴的特色である。世界的に少年法制を比較検討してみると、その理想的少年法制は行政処
理的色彩が特色であるスカンジナビア諸国の法制に求めることができる、とするのが筆者の認識
であるが、そのような位置付けからみるならば中国における少年法は、その背景が異なるとはい
え、きわめてユニークな特色を持つものであると評価することが可能である。
　このような視点から中国の少年法制の現実を検討するに際し、もっとも重要と思われるのは、
青少年非行に対する司法前処理の現状である。たとえば①治安管理法による処罰、②人民検察
院の関与、③未成年者犯罪訴訟事件の簡易手続、等において、その特色をみることができる。
むろん前述のように、いわゆる近代的・福祉国家における行政的特色を持つ非行少年処理とは
基本的に異なる。それだけに、いわゆる国際的視点からの人権感覚からは多くの問題があるこ
とも事実である。しかし、形式的人権擁i護を優先するか、実質的に人権をどのように擁護する
かは、異論があるにしても、その国の国家体制のあり方との関係で論議されなければならない。
本研究においては、そのような視点から可能な限り実態面から中国における非行少年法制を検
討するものである。
　三　本研究に着手して、すでに10年以上は経過している。一方、中国の少年法制は日進月歩
の進展をしている。その意味では、この現状をフォローするだけでも困難が伴う。幸いにも、
中国と日本の両国の関係者の協力を得て、曲がりなりにも一応の成果を得ることができた。本
件研究の最終目的は、いうまでもなく中国および日本両国の少年法制のあり方に何らかの示唆
を与えることにある。
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